
（該当業務： ）

）

）

支援を必要とする母子家庭等の経済的負担の軽減を図り、健康の
保持・増進を図る。

事業の対象（誰に対して・何に対して）

制度は県制度に準じて運営し、対象者の扶養義務者から受給申請を受け、要件に該当する者に受給者証を交付する。受給者は疾病又
は負傷について医療機関で受診する際、一部負担金（外来400円又は600円、入院1,600円又は2,400円）で受診。各医療機関から診療報
酬明細書により、国保連合会、社会保険診療報酬支払基金へ医療保険分の請求が行われ、母子家庭等医療分については国保連合会が
集計し、市へ請求する。市で資格確認等を行い、国保連合会へ支払う。

年度未定年度

事業の内容（目的達成のための手段・方法）

根拠法令要綱等

根拠法令要綱等

③

Ｂ

西脇市福祉医療費助成条例

委託の場合

根拠条例等(①または②の場合)

完了予定年度事業開始年度 昭和54

平成22年度の実施内容・成果

基
本
事
項

行動計画掲載

千円

平成22年度の実施内容・計画どおり実施できなかった理由

千円 千円千円

企画政策課
意 見

総事業費

基 本 政 策

千円

平成23年度 平成24年度 平成25年度

財
務
科
目

地域の医療体制と社会保障の充実

市 長 指 示 事 項 等

千円

展開方針
（年度別の事業内容）

平成22年度

◆◇◆ 事 務 事 業 評 価 票 ◆◇◆

民生費

02 児童福祉費項

01 一般会計

母子福祉費

以降

03目

04

市内に居住する母子家庭の母及びその児童（18歳未満）、父子家庭
の父及びその児童（18歳未満）並びに遺児（18歳未満）及びその
養育者（所得制限有り）

①

根拠条例等

法令名・根拠条文

兵庫県母子家庭等医療費給付事業実施要綱②

03

事業の目的（どういう状態にしたいのか）

ＣＡ

番号

総
合
計
画

会計ともに支えあい、笑顔輝くあたたかなまち（健康・子育て・福祉）

医療保険・福祉医療の充実

款02

02

政 策

01

所属長名

00 岡村 稔福祉生活部

事務事業名 部名

母子家庭等医療費給付事業

枝番号 課名

市民課

確 認 項 目

施 策

優先度◆◇◆ 総合計画・行動計画 施策シート ◆◇◆

事
務
事
業
の
概
要

補助・単独

実施形態

正規職員が関与すべき法的義務性

国・県の補助金有り 市単独

なし あり

直営 一部委託 その他（補助・負担金全部委託

入札 随意契約（契約先：

① 計画どおり進んでいる。

② おおむね計画どおり進んでいる。

⑤ 完了・達成（計画事業の終了）

③ 着手しているが、計画よりも遅れている

④ 計画どおり着手していない。

総合計画対象事業

市長公約・懸案事項

議会確認事項

Ａ Ｂ Ｃ

新規 継続 単年度

市単費上乗せ

義務実施事業

努力義務実施事業

任意実施事業

経常 臨時

① 計画どおり進んでいる。

② おおむね計画どおり進んでいる。

⑤ 完了・達成（計画事業の終了）

③ 着手しているが、計画よりも遅れている

④ 計画どおり着手していない。

総合計画対象事業

市長公約・懸案事項

議会確認事項

Ａ Ｂ Ｃ
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【１次評価】 評価実施：平成２２年度

【２次評価】 評価実施：平成２２年度

【３次評価】

評価結果

３
実施主体の妥当性

医療機関受診における自己負担額の一部を公費助成している県制度に基づき実施する事業であ
る。地域・福祉医療の分野において、対象者の経済的な負担軽減を図ること等を目的としており、地
域の社会保障制度の充実に寄与している。

判
断
理
由

改
善
策

４ 市民ニーズの把握

判
断
理
由

県制度に基づき、医療機関を受診した際の自己負担額の一部を公費助成している事業であり、母子家庭等
の経済状況を勘案すると必要な事業と判断できる。しかし、その資格審査については、事実婚等による不正受
給がないように今後も児童扶養手当担当課との連携する必要がある。
また、県が事業を縮小・廃止する場合も想定されるため、市として事業の方向性を検討しておく必要がある。

評価結果

改
善
策

評価結果 判
断
理
由

改
善
策

事業の優先度（緊急性）

直接のサービスの相手方
４
２

受給者証交付数

医療受給者証の交付枚数

特定財源

一般財源

医療機関への延べ受診件数

事業費(決算額) (A)
千円

一般財源

10,441

20,947

目標値
実績値

一般職員所要人員 (B) 人

1,188

総コスト[(A)+(C)] (D) 千円 22,135

達成度

受診件数
目標値

単価

実績値

達成度
目標値

798枚
23,643円 26,322円 25,783円

特定財源

8,200件

850枚

名称

11,835

10,290

22,035

23,226円単価

名称

説明

説明

達成度

803枚

10,110 10,200

22,614

22年度

8,960

25,092 23,060

9,850

22,869

19,516

9,849

12,324

9,139

21年度

10,822

事
務
事
業
デ
ー

タ (C) 千円

単位

12,759

(A')事業費(予算額または見込額）

18年度 19年度 20年度

9,66710,678

19,817

10,215

16,132

21,037

10,506

13,210

1,188 1,188

0.15

(E) 千円 5,702 5,351 4,687

22,225 21,005 20,704

5,251

(F) ％ 25.8% 24.1%

実績値

22.3% 25.4%

22年度20年度 21年度

953枚 940枚

②

7,716件 8,014件
2,492円 2,722円 2,583円

名称

説明

8,917件

４ 実施主体の妥当性
市民ニーズの把握

名称

達成度

実績値

３
事業の必要性

受益者負担の適切さ
４

４

9,150件

単価

2,419円単価

0.15 0.15 0.15

一般人件費[平均給与×(B)] 1,188

受益者負担額

18年度 19年度
目標値

受益者負担率[(E)/(D)]

説明

①

総
合
評
価

総
合
評
価

総
合
評
価

成
果
指
標

（
目
標

）

①

②

活
動
指
標

（
目
標

）

評 価
ポイント

４４評 価
ポイント

事業の優先度（緊急性） ４ 事業の必要性

受益者負担の適切さ直接のサービスの相手方 ２

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止
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